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令和２年度決算の概要 

令和２年度決算は、新型コロナウイルス感染症対策の実施等より、歳入・歳出とも

に過去最大の規模となった。 

○ 歳入…市税は新型コロナの影響により４年ぶりの減、新型コロナ感染

症対策の実施に伴う国庫支出金等の増により歳入総額は大幅増 

市税額は新型コロナの影響による企業収益の悪化等により４年ぶりに減少したも

のの、過去２番目の規模となった。 

また、地方消費税交付金や法人事業税交付金の増等に伴い、県税交付金が４５

億円増となったほか、 国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金や特別定額給付金の支給等により、１，１８２億円の増加となった。 

○ 歳出…特別定額給付金や中小企業融資など、新型コロナ感染症対

策の実施による大幅増

特別定額給付金の支給等により、補助費等は１，０３３億円の増加となった。 

また、扶助費は、ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給や障害福祉サービス

事業等の増加により２７億円の増加となった。 

貸付金は、新型コロナの影響を受けた中小企業への融資額の増加等により６０

億円増加した。 

そのほか、投資的経費については、戸畑枝光線などの補助事業費の増により、 

７１億円の増加となった。 

○ 財源調整用基金残高は、対前年度比減 

令和２年度末における基金残高は、前年度末の２５９億円から８億円減少し、  

２５１億円となった。 

○ 市債残高 … 臨時財政対策債等を除く市債残高は減少 

臨時財政対策債、新型コロナに伴う減収に対応するための特例的な市債（減収

補塡
てん

債、猶予特例債）を除く市債残高は７，６８４億円となり、対前年度比２１億円の

減少となった。 
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＜令和２年度新型コロナウイルス感染症対策関連決算の概要＞
１　令和２年度における新型コロナ対策関連事業費（決算額） 1,304 億円

（財源内訳）

　国・県からの補助金等 1,125 億円

　（うち新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金 114 億円）

　その他特定財源等 164 億円

　一般財源 15 億円

２　新型コロナウイルス感染症対策関連事業（主な事業）
（単位：百万円）

（１）検査・医療提供体制の確保 5,745
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（２）地域経済対策・市民等への支援 124,649
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ひとり親世帯への臨時特別給付金支給事業

生活困窮者自立支援事業

学校再開における学校業務補助員配置事業

児童福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策事業

新型コロナウイルス感染症対策広報事業

その他の事業

子育て世帯への臨時特別給付金支給事業

商店街プレミアム付商品券発行支援事業

宿泊モニターキャンペーン事業

テレワーク等推進による事業者支援事業

北九州市持続化緊急支援金事業

中小企業融資（新型コロナウイルス感染症対策分）

中小企業融資信用保証料補てん（新型コロナウイルス感染症対策分）

観光客誘致強化事業

中小企業融資保証料補てん（地方創生臨時交付金基金積立金）

公共交通応援事業

地元航空会社に対する航空ネットワーク継続支援事業

北九州空港アクセス推進事業

特別定額給付金事業

その他の事業

北九州市PCR検査センターの開設や身近な診療所での検査など検査体制の確保・充実

高齢者・障害者等を対象としたスクリーニング目的のPCR検査

保健所の機能強化

新型コロナウイルス感染症疑い患者診療支援事業

公立病院における医療提供体制整備事業

介護・障害福祉施設等への感染症対策強化

介護・障害福祉施設等に対する事業継続支援

インフルエンザ予防接種支援事業

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

医療・福祉施設等への特別給付金支給事業
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１ 一般会計 

（１） 概 要 

 ① 決算規模は、歳入、歳出ともに過去最大 

令和２年度一般会計決算は、歳入決算額６，７８３億５７百万円、 

歳出決算額６，７４０億１１百万円で、新型コロナウイルス感染症対策等により、ともに  

前年度を大幅に上回り、過去最大となった。 

※以下、歳入歳出決算額の端数処理により、表中の数値（億円）が本文の数値と合わない場合がある。 

 ② 実質収支は５４年連続の黒字 

    実質収支は１１億８３百万円で、昭和４２年度以降５４年連続の黒字となった。 

（単位：百万円）

区　　　　　分 ２年度 元年度 増減額 増減率

歳入決算額（A） 678,357 549,895 128,462 23.4%

歳出決算額（B） 674,011 546,474 127,537 23.3%

形式収支（C=A-B） 4,346 3,421 925 27.0%

繰り越すべき財源（D） 3,163 1,789 1,374 76.8%

実質収支（E=C-D） 1,183 1,632 △ 449 △ 27.5%
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（２） 歳入の主な特徴 

① 市税収入 … 市税は新型コロナの影響により４年ぶりの減

市税全体では、新型コロナウイルス感染症の影響による企業収益の悪化等により、

１，７４５億９６百万円と対前年度１９億５２百万円(△１．１％)の減となり、４年ぶりに減

少したものの、過去２番目の規模となった。 

・ 個人市民税は、新型コロナの影響のない令和元年分の所得が課税対象であったこ

と等により、６４４億６６百万円と対前年度７億６７百万円（＋１．２％）の増となった。 

・ 法人市民税は、新型コロナの影響により企業収益が悪化したことに加え、法人税割

税率の引き下げの影響により、１０４億８６百万円と対前年度２９億３４百万円（△２１．

９％）の減となった。 

・ 固定資産税は、家屋の新増築や新規設備投資の増加等により、７０６億２百万円と

対前年度３億８６百万円（＋０．５％）の増となった。 

・ 都市計画税は、家屋の新増築の増加等により１２１億８百万円と対前年度８３百万

円（＋０．７％）の増となった。 

・ 宿泊税は、令和２年４月に課税を開始し、１億７８百万円となった。 

・ 市税収入率は、徴収猶予の特例の影響により９７．６％（△０．８％）となったものの、

徴収猶予の特例分を除いた収入率は前年度と同水準となった。 
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② 地方交付税等 … 地方交付税、臨時財政対策債ともに減 

地方交付税と臨時財政対策債を合わせた総額は、８９３億１７百万円で、消費税率

引き上げの効果が平年度化して、地方消費税交付金が増加したことなどにより、対前

年度 ２７億８２百万円（△３．０％）の減となった。 

地方交付税は６３６億６０百万円で、対前年度２０億２１百万円（△３．１％）、臨時財

政対策債は２５６億５７百万円で、対前年度７億６１百万円（△２．９％）の減となった。 

■臨時財政対策債…国の地方交付税への財源不足対策として、平成１３年度に創設された

地方債。その元利償還金相当額については、全額が後年度地方交付

税で措置される。 

③ 市債発行額 

 … 臨時財政対策債等を除く発行額は、対前年度比減 

臨時財政対策債等を含めた市債発行額は、６６２億４６百万円で、対前年度３４億

１７百万円（＋５．４％）の増となり、歳入全体に占める市債の割合は、前年度を１．６

ポイント下回り、９．８％となった。 

また、令和２年度は、新型コロナに伴う減収に対応するための特例的な市債として

減収補塡
てん

債、猶予特例債を発行した。臨時財政対策債や新型コロナ関連市債（減収

補塡
てん

債、猶予特例債）を除く市債発行額は、３６０億６７百万円で、対前年度３億４４百

万円（△０．９％）の減となり、歳入全体に占める割合は、前年度を１．３ポイント下回

り、５．３％となった。 
※令和2年度の歳入決算に占める市債割合
　の減は、新型コロナ対策の実施に伴う国庫
　支出金の増の影響などによるもの
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（３） 歳出（性質別）の主な特徴 

① 義務的経費 … 扶助費の増等による増 

人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費は３，１８６億９２百万円で、対前年

度３５億４７百万円（＋１．１％）の増となった。 

人件費は、対前年度１億９０百万円（△０．２％）減の１，０９３億１５百万円となり、

人件費比率は１６．２％となった。 

扶助費は、ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給等により、対前年度２７億 

１１百万円（＋１．９％）増の１，４１８億７４百万円となった。 

公債費は、対前年度１０億２６百万円（＋１．５％）増の６７５億３百万円となった。 

    ■扶助費・・・福祉の法令等に基づいて実施する医療費の援助や各種手当ての 

支給、生活保護費、福祉施設の運営などに要する経費 

※令和2年度の歳出決算に占める義務的経費

　の割合の減は、新型コロナ対策の実施に伴う

　補助費等の増の影響などによるもの
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② 扶助費及び福祉・医療関係繰出金 

 … ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給等により増 

ひとり親世帯への臨時特別給付金の支給や、障害福祉サービスが引き続き増加し

たことなどにより、扶助費及び福祉・医療関係繰出金は、１，８６４億３５百万円で対前

年度４４億９５百万円（＋２．５％）の増となった。 

■福祉・医療関係繰出金・・・国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療の 

各特別会計への繰出金 

③ 投資的経費 … 戸畑枝光線整備事業等による増 

投資的経費は、６９２億６５百万円となり、対前年度７１億２７百万円（１１．５％）の増と

なった。 

これは、戸畑枝光線整備事業が３０億円、「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けた校内

通信ネットワーク整備事業が２１億円、新日明かんびん資源化センター建替事業が２０億

円それぞれ増加したことなどによるもの。 
※令和2年度の歳出決算に占める投資的経費

　の割合の減は、新型コロナ対策の実施に伴う

　補助費等の増の影響などによるもの
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（４） 財源調整用基金残高… 対前年度比減 

令和２年度における基金残高は、新型コロナウイルス感染症対策の実施や、義務的経

費の高止まり等により、前年度末残高より８億円減少し、２５１億円となった。 

■財源調整用基金・・・財政調整基金、都市高速鉄道等整備基金、公債償還基金の３基金 

（５） 市債残高 …臨時財政対策債等を除く市債残高は減少 

臨時財政対策債を含めた市債残高は、１兆１，７１１億９０百万円となり、対前年度１９９

億９０百万円（＋１．７％）の増となった。 

また、臨時財政対策債、新型コロナ関連市債（減収補塡
てん

債、猶予特例債）を除く市債残

高は、７，６８３億６４百万円となり、対前年度２１億９百万円（△０．３％）の減となった。 
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２ 特別会計 

令和２年度特別会計決算は、歳入決算額４，２１５億８７百万円、歳出決算額４，０７６億 

８２百万円で、実質収支は１３５億９５百万円の黒字となった。 

２１会計のうち、構造上収支均衡となる４会計（公債償還特別会計、土地取得特別会計、

臨海部産業用地貸付特別会計、市立病院機構病院事業債管理特別会計）を除く１７会計で

実質収支は黒字となった。 

３ 企業会計 

※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施している。医療センター等

の運営は平成３１年４月１日に地方独立行政法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計には含まない。

（１） 上水道事業会計では、一般家庭の水需要の増加などにより、有収水量は増加したも

のの、単価の高い大口利用者の水需要が減少したことで料金収入が減少したことから、

損益収支の額は前年度より２億９５百万円減少したが、１５億３７百万円の黒字を確保し

た。 

（２） 工業用水道事業会計では、給水量の減少により、料金収入が減少したことに加え、減

価償却費等が増加したことから、損益収支の額は前年度より８４百万円減少したが、４

億３３百万円の黒字を確保した。 

（３） 交通事業会計では、減便による燃料費の削減等の取組の結果、損益収支の額は前

年度より７３百万円改善したものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、料金収

入が大幅に減少したため、１億３百万円の赤字となった。 

（４） 病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還をしており、

単年度実質収支は１２百万円の黒字となった。 

（５） 下水道事業会計では、一般家庭の処理水量の増加などにより、有収水量は増加した

ものの、単価の高い大口利用者の処理水量が減少したことで使用料収入が減少したこ

とから、損益収支の額は前年度より３億２３百万円減少したが、１３億６９百万円の黒字

を確保した。 

（単位：百万円）

区　　分 上水道事業 工業用水道 交通事業 病院事業 下水道事業 公営競技事業

損益収支 1,537 433 △ 103 △ 143 1,369 10,987

単年度実質収支 △ 175 161 △ 206 12 1,448 8,424

令和２年度末資金剰余 5,577 2,130 938 53 3,581 16,467
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（６） 公営競技事業会計は、車券・舟券の発売が好調であったため、損益収支の額は前年

度より５５億４０百万円増加し、１０９億８７百万円の黒字となった。 

４ 健全化判断比率等

（１） 実質公債費比率 ・・・ １０．６％ 【R１：９．９％】

前年度から０．７ポイント上昇しており、これは令和２年度に地方債元利償還金が増

加したことなどによるもの。（実質公債費比率は、H30、R1、R2 の３年平均で算出）   

（２） 将来負担比率 ・・・ １６１．６％ 【R１：１７０．８％】 

前年度から９．２ポイント減少しており、これは公共事業等に係る市債残高が減少し

たほか、標準財政規模が拡大したこと等によるもの。 

健全化判断比率のうち、実質赤字比率と連結実質赤字比率については、実質黒

字のため比率なし。 

また、資金不足比率についても資金不足を生じている会計がないため比率なし。 

（参考）

■実質公債費比率 

地方債償還額及び地方債の償還に準じる歳出額の標準財政規模に対する割合によっ

て、財政運営の健全性を表す指標。３ヶ年平均で算出する。 

（R１年度：H29～Ｒ1、 Ｒ２年度：H30～R2） 

【本市に適用される基準】   地方債許可制移行基準   １８．０％ 

早期健全化基準        ２５．０％ 

財政再生基準           ３５．０％ 

■将来負担比率 

一般会計等の地方債残高をはじめとした、将来負担することが見込まれる各種経費の

総額の標準財政規模に対する割合によって、市の将来に向けた財政運営の健全性を表

す指標。 

 【本市に適用される基準】   早期健全化基準      ４００．０％ 

一般会計等：一般会計、土地区画整理、土地区画整理清算、公債償還、 

住宅新築資金等貸付、土地取得、母子父子寡婦福祉資金、 

臨海部産業用地貸付の各特別会計


